
金 額 金 額

〔１〕 〔１〕

151,918,315 98,195,589

165,693,714 1,973,747

12,475,471 15,752,977

2,390,612 27,702

164,130 721,046

1,818,400 4,771,898

1,645,922 104,800

△ 992,722 19,439,900

335,113,842 140,987,659

〔２〕 〔２〕

2,170,000

363,342 7,109,700

3,059,644 1,863,759

3,422,986 11,143,459

152,131,118

162,816

718,952 〔１〕

914,350 30,000,000

1,796,118

5,550,000

7,109,700 33,000,000

318,010,195 439,522,303

70,400 19,089,046

325,190,295 472,522,303

330,409,399 478,072,303

508,072,303

5,319,820

5,319,820

513,392,123

665,523,241 665,523,241

流 動 資 産 流 動 負 債

第41期決算公告

令和7年4月21日

松山市南持田町27番地1

株式会社ひめぎんソフト

代表取締役  矢野　一彦
貸借対照表

 （令和７年３月３１日現在）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部 負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

科 目 科 目

現 金 ・ 預 金 買 掛 金

売 掛 金 未 払 費 用

商 品 前 受 金

仕 掛 品 仮 受 金

立 替 金 預 り 金

未 収 入 金 リ ー ス 債 務

前 払 費 用 未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税

（ 流 動 資 産 計 ） （ 流 動 負 債 計 ）

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 退職給付引当金

営 業 用 動 産 定年退職預り金

リ ー ス 資 産 繰 延 税 金 負 債

（有形固定資産計） （ 固 定 負 債 計 ）

負 債 の 部 計

有価証券評価差額金

投 資 有 価 証 券 繰越利益剰余金

差 入 保 証 金 （うち当期純利益）

（投資その他の資産計） （その他利益剰余金計）

（ 固 定 資 産 計 ） （ 利 益 剰 余 金 計 ）

（ 株 主 資 本 計 ）

従業員定年退職金 別 途 積 立 金

ソ フ ト ウ ェ ア 純　　　　　資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

電 話 加 入 権 株 主 資 本

（無形固定資産計） 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

投 資 そ の 他 の 資 産 その他利益剰余金

リ ー ス 資 産 資 本 金

（ 評 価 差 額 金 等 計 ）

純 資 産 の 部 計

資　　　産　　　の　　　部　　　計 負　債　・　純　資　産　の　部　計



個 別 注 記 表 

自 令和 6年 4月 1日 

株式会社ひめぎんソフト                   至 令和 7年 3月31日 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

   その他有価証券 時価のあるもの  期末日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額については、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は主として移動平均

法により算定) 

           時価のないもの  移動平均法による原価法又は償却原価法            

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品   個別法による原価法 

仕掛品  個別法による原価法 

（３）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産  定率法、一部少額資産については定額法 

無形固定資産  定額法 

リース資産   定額法 

（４）引当金の計上基準 

貸倒引当金     期末売上債権に対し法定繰入率を用いて計上しています。 

役員退職慰労引当金 役員の退職金給付に備えるため、役員退職金規程に基づく

期末要支給額により計上しています。 

（５）リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計

処理によって計上しています。 

ただし、平成２０年３月３１日以前に契約した分については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によって計上しています。 

（６）消費税等の会計処理 

税抜方式で計上しています。 

 （７）収益・費用の計上基準 

    収益は収益認識基準、費用は発生基準により計上しています。 

 

２．株主資本等変動計算書に関する注記 

  当事業年度の末日における発行済株式の数  ６００株 


